
○目黒栄樹市長 新たに９万平米を買うというの

は、私は現実的ではないと申し上げましたが、

ここはやっぱり身の丈に合ったと、現在ある６

万平米でどういうことをした方がいいのかとい

うことを考えるべきだと。そういった意味で、

検討委員会の人選等ももう一度、今の時代に合

った皆さんでお願いできればなというふうに思

っているところです。 

○鈴木良雄議長 12番、小関勝助議員。 

○１２番 小関勝助議員 最後に、ぜひ市長の人

任期中と言ったら失礼なんですが、早目に、市

長が考えているような、屋外スポーツ施設だと

言っておられますので、何とかめどをつけてい

ただきたいなと、こんなお願いもしたいわけで

す。 

 当然、水路を早く移転していただけるわけで

すから、その後の整備も、やはりあの広い土地

もったいないわけですから、あれを整備しなけ

れば当面サッカーとか野球とかいろいろな設備

できるわけですから、その辺の考えおありでし

たら教えていただきながら、これで質問を終わ

りたいと思います。 

○鈴木良雄議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 任期いっぱい全力で取り組ませ

ていただきたいと思います。私自身は、何てい

うんですか、テント型のドームみたいなものが

欲しいなという、冬の間やっぱり運動できるよ

うな、土の体育館というとかなり大げさですか

ら、今テントだって相当なものですよね。ビニ

ールハウスでだって雪に負けないぐらいですか

ら、そういったもので、あと施設なんていうの

は全部生涯プラザにあるわけですから、これは

６万平米で十分やれるのかなというような気が

しますが、そこはやっぱり余り大ぶろしきを広

げますと任期とかかわりがあるようであります

から、検討委員会の答申を待ちながら私の思い

も伝えていきたいと思っております。 

○鈴木良雄議長 ここで、暫時休憩いたします。 

 再開は３時10分といたします。 

 

    午後２時５１分 休憩 

    午後３時１２分 再開 

 

○鈴木良雄議長 休憩前に復し、会議を再開いた

します。 

 

 

   髙橋孝夫議員の質問 

 

 

○鈴木良雄議長 市政一般に関する質問を続行い

たします。 

 順位10番、議席番号11番、髙橋孝夫議員。 

  （11番髙橋孝夫議員登壇） 

○１１番 髙橋孝夫議員 大変お疲れさまでござ

います。きょうの質問は、私が最後ですので、

おつき合いをいただきたいと思います。 

 私は、市民生活の向上を願いながら一般質問

を行います。通告をしている３点について順次

質問申し上げますので、市長、助役、関係課長

の明快な答弁をいただきますようにお願いをし

ておきたいと思います。 

 質問の第１は、施政方針についてです。 

 第１点目は、レインボープランの今後の展開

策について伺います。 

 施政方針では、新しい価値をつくり出すまち

の項では、「食の安全安心＝レインボープラン

特区」による農業の活性化に関して、レインボ

ープランの輪を生産者と消費者が一緒になって

長井市全体のブランドとして育てていくとされ、

自然と調和した美しい環境のまちの項では、Ｉ

ＳＯ14001を実践し、レインボープランの精神

に学びながら環境負荷の少ない循環型社会の形

成に取り組み、循環のまちづくりを進めてまい

りますと触れられています。 

 このように、レインボープランについては随
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所で触れられていますが、平成17年度一般会計

予算を見てみますと、昨年度までは計上されて

おりましたレインボープラン推進業務委託料が

見当たりません。このレインボープラン推進事

業委託料は、レインボープラン推進協議会に対

する委託料であったことは言うまでもありませ

ん。それだけに、私は疑問を感じたところです。 

 そこで、まず企画調整課長にお伺いをいたし

ます。 

 平成17年度の予算編成に当たって、担当であ

る企画調整課ではこの部分に係る委託料の予算

要求をされたのか、お聞かせをいただきたいと

思います。 

 次に、市長に伺います。 

 第１には、委託料を計上しない理由と背景は

何かについて明らかにしていただきたいと思い

ます。申し上げるまでもなく、これまでレイン

ボープランの具体的な推進について力を尽くし

てきたレインボープラン推進協議会を、今後は

どう位置づけていくのか、どうなされようとし

ているのか、考え方をお聞かせをいただきたい

と思います。 

 私は、市長が提唱されている協働のまちづく

りを具体的に進める上で、レインボープランの

理念は必要だと思いますし、この間レインボー

プランを主体的にリードしてきたレインボープ

ラン推進協議会の経験と手腕は今後の展開でも

欠かすことはできない大切な部門であり、大事

なパートナーと考えますが、あわせて考え方を

お聞かせいただきたいと思います。 

 第２は、今後の事業推進は、レインボープラ

ン推進協議会が主体でないとすれば、行政内部

でその任務を遂行していくということになるの

か、その際の行政内部の推進体制、いわば執行

体制はどのようなものになるのか。特に、レイ

ンボープランコンポストセンター自体の機械設

備の更新時期が迫っていること、あるいは今後

のまちづくりを考えるとき、推進体制は充実を

図る必要があると私は考えますが、構想も含め

て考え方をお聞かせいただきたいと思います。 

 第３は、施政方針で触れられています減農薬

などの環境保全型農業と生ごみの堆肥、バーク

堆肥、畜産堆肥などを土に還元していく循環型

農業を実践し、長井市のブランドとして育てて

いくということの意味合いについて伺います。 

 この内容は、生ごみ堆肥、バーク堆肥、畜産

堆肥をすべて一緒に取り扱い、そこで生産され

た農産物をレインボープラン農産物というブラ

ンドにしていくのかということについてです。

バーク堆肥や畜産堆肥を使った農産物であって

も、レインボープラン農産物ということで販路

を拡大するということなのでしょうか。そうな

るとすると、この間論議をされてきた認証制度

や認証基準などはどうなるのでしょうか。私は、

あいまいなものになっていきはしないかとても

心配です。市長の考え方をお聞かせいただきた

いと思います。 

 次に、レインボープランに関連をして農林課

長に伺います。16年度から土づくり活性化推進

支援事業が展開をされています。新年度予算で

も補助金として207万5,000円が計上されている

わけですが、大まかに16年度と17年度の相違点

について、まずお聞かせいただきたいことが第

１点目であります。 

 第２点目は、私はかねてから土づくりの基本

的な部分として考えられる自分の農地の土がど

ういう状態になっているのかを農業者自身がき

ちんと把握し、その上で農産物生産に合った土

づくりを科学的に進めていくことこそ必要なこ

とと考えていました。そのためには、土壌分析

を行うことが必要でありますが、残念ながらそ

う簡単ではないようですし、それなりの負担も

必要とのことです。具体的には、専門業者へ分

析を依頼するという手続などが必要になるわけ

です。聞くところによりますと、県内では山形

県理化学分析センターが山形市にあるというこ
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とであります。私は、そこに行政の支援が必要

と考えます。農業と業者を結ぶ手助けと分析費

用への補助制度の創設などが考えられるわけで

すが、これらについて検討を始める時期ではな

いかと考えますが、見解をお聞かせいただきた

いと思います。 

 第２点目は、公立置賜長井病院の今後につい

て伺います。 

 施政方針では、「市内には複数の民間医療施

設の立地が進められ、長井病院の経営が苦しく

なるのではないかという声を聞くときがありま

す。しかし、市民の皆さんからすれば一次医療

が充実することは、その地域にとってはよい社

会、安全な社会であり、素直に歓迎して協力し

ながら、むしろ三次医療や救急医療は格段によ

くなってきた中で、一次医療や地域医療に対し

て公的医療がどうあるべきかを考えていきたい

と思います」と触れられています。 

 この考え方は、私はもっともなものと感じた

ところです。しかし、昨年９月定例会で佐々木

謙二議員が取り上げておられたように、現実に

長井病院の経営、いわば財政負担をしなければ

ならない長井市にとっては、いつまでもどうあ

るべきか考える余裕などはないというのが、残

念ながら実態であると思います。佐々木議員も

心配をされておられるように、新年度からはさ

らに常勤の医師が減少するという状況は、長井

病院の経営に大きな影響を及ぼすことは容易に

考えなければならないことと思いますし、その

対応をすぐにでも始めないと厳しい状況に陥る

ことが想定をされます。 

 そこで市長に伺います。 

 一つは、施政方針で触れている公的医療がど

うあるべきかを考えるということを具体的にど

うされようとしているかについてです。まず、

どのような機関で考えをまとめていこうとなさ

れているのか。いつまでに結論を出そうとして

おられるのか。市長の考えをお聞かせいただき

たいと思います。 

 二つは、その際、市民の考え方、要望などを

どう把握され生かしていくかということについ

てです。ご案内のように、当初計画とは既に大

きな乖離が出てきていますし、施政方針で触れ

られているように市内の一次医療施設の状況も

さま変わりしています。その中で、市民の間に

も長井病院に対するいろいろな思いや考え方、

要望、願望そして期待があることは言うまでも

ありません。例えば、私も長井で子供を産むこ

とができるように産科や婦人科の設置が求めら

れていると考えますし、夜間であっても基幹病

院まで行くことなく長井病院で診察できる体制

を整備してほしいといった要望も持っています。

市民の長井病院に対する期待あるいは要望など

を何らかの形で集約することも必要と思います

が、市長の考え方をお聞かせをいただきたいと

思います。 

 三つは、医師確保策について伺います。市長

は、昨年９月定例会の答弁で、病院組合、医療

監にきちっと言っていきますと答弁されていま

すが、その結果はどうなっているのでしょうか。

お聞きするところでは、新年度に常勤の医師を

確保することはできないということですが、事

実はどうなのでしょうか。明らかにしていただ

きたいと思います。 

 同時に、私はいつまでも医療監頼みというこ

とでは医師確保は難しいと感じます。具体化す

るには、違う方策も模索をする必要があると考

えますし、その時期が既に来ているとも思いま

す。そこで提案申し上げますが、医師確保のた

めに専門のあっせん業者の力をかりることを検

討してはどうかと考えます。市長は、公立置賜

病院組合の管理者ですが、同時に長井病院の財

政負担を受け持つ市長でもあります。財政負担

を軽減し、長井病院が地域の公的医療機関とし

て責任を果たしていくためにも決断が求められ

ていると思いますが、考えをお聞かせいただき
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たいと思います。 

 第３点目は、図書館などの運営体制について、

教育長に伺います。 

 施政方針では、図書館の開館時間や休館日に

ついて見直しを行い、暑い季節を涼しいところ

で親子が本を読む、そして読書のすばらしさを

実感できるような図書館を目指してまいります

と触れられています。このことは私も賛成です。

しかし、昨日も藤原議員が指摘をされていたよ

うに、そのために正職員を２名にし、臨時職員

を新たに雇用していくということには疑問を感

じます。 

 一つは、正職員２名体制で、これまで４名で

対応していた仕事を十分に賄うことができるか

という疑問についてです。申し上げるまでもな

く、図書館の業務は、単に蔵書の貸し出しだけ

ではありません。新年度から職員２名と臨時職

員６名で運営をするということになるわけです

が、その際の図書館全体の業務分担をどうして

いくのか。このままでは、２名の職員に相当の

業務量と責任が課せられると考えられますが、

教育委員会ではどのような検討がなされたのか、

具体的にお聞かせをいただきたいと思います。 

 二つは、休館日を月曜日として職員はすべて

出勤しない計画となっているわけですが、これ

までも休館日でないとできない仕事や館内会議

などがあったわけですが、それらはどうなるの

か。どのようにしてこなしていこうとされてい

るのか、検討結果をお聞かせいただきたいと思

います。 

 三つは、昨年11月２日に臨時図書館協議会を

開催しているわけですが、図書館長にもその際

の会議録の提出をお願いしたところ、教育長と

館長しか出席しておらず、会議録も要旨のメモ

もない、よって提出できないということであり

ました。お聞きするところでは、通常の図書館

協議会には館長以外の職員も出席していたとい

うことですが、今回の協議会には、なぜほかの

職員を同席させなかったのか。配慮した理由を

お聞かせいただきたいし、あわせて臨時図書館

協議会ではどういった検討が具体的になされた

かについてお聞かせをいただきたいと思います。 

 四つは、業務の一つであるシステム運用につ

いて、円滑に運用できるかという点についてで

す。これまで主にシステム関係に携わってきた

職員が、新年度からはほかの職場に異動するこ

とになると思われますが、その際残った２名で

対応できるのかどうか、検討や職員からの聞き

取りなどは行われたのかどうか、お聞かせをい

ただきたいと思います。 

 五つは、いただきました勤務表では、土曜日

や日曜日そして祝祭日は２名の職員が交替で勤

務することになっていますが、休まなければな

らなくなった場合や、あるいは平日の勤務での

午後５時15分以降の勤務体制、そしてその際の

取り扱いはどうなるのかについて明らかにして

いただきたいと思います。私は、この勤務表で

は、早晩、乗り切れない事態になるのではない

かと心配ですが、なお、教育委員会ではどう判

断をされたのか、お聞かせをいただきたいと思

います。また、週休日を土曜日、日曜日と定め

ている規定との整合性をどう図るのかについて

もお聞かせをいただきたいと思います。 

 六つは、この間、図書館内の職員で新年度か

らの運営体制を検討し、整理したものがあると

お聞きしていますが、教育委員会では、これに

ついてどのように検討されたのか明らかにして

いただきたいと思います。 

 七つは、アンケート調査結果やいただきまし

た平成17年度図書館運営計画にも示されている

図書館本体の大規模修繕、改修についてです。

建設から22年経過した図書館は、外壁が剥離し、

コンクリート本体まで相当傷んだ状態であり、

雨漏りがし、外壁の改修、漏水防止工事の実施

が急務であると指摘をされています。また、車

で行ってもどこに駐車していいのか迷うのが実
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態です。アンケート調査でも、駐車場が狭い、

建物の外観が汚い、施設が利用しにくい、建物

の中が汚いなどと指摘をされていますが、これ

らにこたえていく対応こそ早急になされなけれ

ばならないことと私は考えます。今度、どう改

善されようとしているのか、お聞かせいただき

たいと思います。 

 この項では、最後に関連をして伺います。 

 学校に設置されている図書室の運営や指導に

ついては、平成15年度から学校図書室補助員を

設置し、それぞれの学校の１週間単位で回って

指導するという体制をとってきました。私は、

大変好ましいことと喜んでいたところです。し

かし、新年度予算の中には、この学校図書室補

助員賃金が計上されていないようです。せっか

く定着しつつあるものを廃止するのでしょうか。

大変もったいないことだと感じます。これまで

とかわる新たなものがあればお示しをいただき

たいと思いますし、もしかわるものがないとす

れば早急に復活すべきと考えますが、考え方を

お聞かせいただきたいと思います。 

 第４点目は、浄化槽の推進策について伺いま

す。 

 本定例会に長井市浄化槽の設置及び管理に関

する条例の設定とあわせて長井市浄化槽分担金

徴収条例の設定が提案をされています。いずれ

も大切なことであり、賛成をするものです。私

は、その運用に当たって、提言も含めてお伺い

したいと思います。 

 この事業が、類似をする公共下水道事業や農

業集落排水事業のように後年度に借金体質に陥

らないようにするためは、その条例の目的を達

成するためにも加入者を確実に確保しなければ

ならないとする観点から、以下お伺いをいたし

ます。 

 一つは、浄化槽の設置及び管理は市が行うわ

けですが、当然にしてその浄化槽までの工事、

いわばトイレ、台所そしてふろ場などの改修工

事は使用者の負担となります。そして、それに

要する負担は生なかなものではないことはご案

内のとおりです。その際の融資あっせんや当該

借入金に対する利子補給制度については、公共

下水道事業では規定がありますが、この条例で

はどうなのでしょうか。私は、これらの対応は

不可欠と感じますが、建設課長の考えをお聞か

せいただきたいと思います。 

 同時に、私は高齢者の世帯などでは融資あっ

せんといっても金融機関が応じないという場合

が想定されるわけですが、そういう場合は市の

単独での融資制度を策定していくなどの対応が

求められると思いますが、あわせてお聞かせを

いただきたいと思います。 

 二つは、既に単独の浄化槽を設置している場

合の浄化槽事業への切りかえ促進策について伺

います。条例の目的を達成するには、既存の単

独浄化槽からの転換を促進していくことが必要

であります。その際、転換するには単独浄化槽

を掘り返さなければなりません。私は、その際

にも転換奨励金、これは仮称ですが、などの措

置が必要と考えます。工事費の一部に充当する

なり、あるいは掘り返した単独浄化槽の解体処

理費に充当できるという制度を創設する必要が

あると考えますが、これについては市長から見

解を伺います。 

 三つは、地域の集会施設あるいは自治公民館

などでの加入についてです。建設課長の説明で

は、自治公民館なども該当させられるというこ

とでありました。私は、その際には分担金や使

用料徴収の面で配慮を加えることが必要と考え

ます。自治公民館などの場合は、使用頻度は一

般家庭と比較しても少ないわけであり、同時に

その地域のコミュニティーの場でもあることを

考えるとき、私は条例に規定している分担金や

使用料をそのまま適用させるのでは、負担面で

なかなか普及しにくいと感じます。いずれの条

例でも減免や徴収猶予の規定がありますが、こ
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れらに該当していくことで加入促進を図る必要

があると考えます。その意味で、減免規定など

に適用するよう配慮すべきと思いますが、市長

の見解を伺いたいと思います。 

 質問の第２は、地場産業振興センターの運営

についてです。 

 まず、商工観光課長に伺います。 

 新年度一般会計予算では、地場産業振興セン

ターに対する補助金として、建設費補助金

1,047万3,000円、運営費補助金3,866万4,000円、

施設修繕費補助金800万円、ＮＴＴ資金償還補

助金550万円、そして貸付金6,600万円、合計１

億2,863万7,000円が計上されています。これは、

貸付金は行ってこいですから、実質は6,263万

7,000円というふうになります。 

 同時に、債務負担行為が２件提案されていま

す。その一つは、運営資金に対する損失補償と

して平成17年度から27年度までの11年間で融資

総額6,600万円に対する元利償還額、二つは、

運営資金元利償還補助金として18年度から27年

度までの10年間で融資総額6,600万円に対する

元利償還額とされています。このことについて

は、昨年３月定例会で佐々木謙二議員が質問さ

れた内容での対応策であると理解をしています。

申し上げました二つの債務負担行為では、来年

度以降10年にわたって、今回の貸付金6,600万

円で地場産業振興センターが借りかえた同額に

対する元利償還額を市が負担するということに

なると思われます。元利分で約700万円程度に

なると想定されます。この分が、来年度からは

補助金として上積みされることになるわけです。 

 加えて、商工観光課からいただきました資料

によりますと、この間、懸案となっておりまし

た業界負担分の高度化資金残額３億5,297万

4,258円については、平成16年３月に高度化資

金貸付条件変更承認を受け、償還期限を平成18

年度から25年度までの８年間としたと触れられ

ています。このことは、業界負担分の高度化資

金償還残額を長井市が肩がわりして来年度から

８年間にわたって償還していくということにな

るのか、あるいはこの間山形県に負担をお願い

してきた経過からいえば、長井市と山形県とで

負担していくということになるのか、具体的に

どうなのかについてお聞かせをいただきたいと

思います。 

 仮に、長井市と山形県とで折半して償還する

ということになれば、来年度から長井市は年間

約2,200万円の負担が加わることになると思わ

れますが、そういう解釈でいいのか。そして、

これも業界負担の金融機関借り入れの残額

9,888万3,499円の償還も長井市が負担すること

になるとすれば、さらに年間約1,200万円程度

の負担が加わることになると解釈してよいのか

どうか、お聞かせをいただきたいと思います。 

 仮の話で申しわけありませんが、そうなれば

来年度からは6,600万円の元利償還分約700万円、

高度化資金分約2,200万円、金融機関分約1,200

万円、合計4,100万円もの補助金というか負担

が増加することになると思われます。まだ、確

定ではないものもありますから一概に断定する

ことはできませんが、こういう状況になる可能

性は高いと私は感じます。 

 そこで市長にお伺いいたします。 

 昨日の質問でも触れられていますように、財

政運営が本当に厳しい中で、市民、職員にも我

慢をしていただいているという状況下、地場産

業振興センターの補助金や負担が増大するとい

う事態をどのようにとらえ、対処なされようと

お考えなのか、お聞かせをいただきたいと思い

ます。 

 また、さきの県知事選挙の結果、知事が交替

をしたわけですが、この間の県との協議、そし

てその内容については遵守されるのかどうか、

見通しについてもお聞かせをいただきたいと思

います。 

 次は、今後の対応について市長に伺います。 
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 私は、今後のこれらに対する財政支出は、市

民の理解と納得が不可欠と考えます。そのため

に、私は、一つはこの間の第三セクター方式で

の判断の誤り、見通しの欠如については率直に

認め、責任の所在を明確にし、総括をすること。

二つは、その上で、経過をつぶさに明らかにし

ながら、この間、長井市がとってきた対応策に

ついて理解を求めること。三つは、単に地場産

業振興センターに対する補助金等を今後も上乗

せをしていくということではなく、地場産業振

興センターの今後のあり方については、継続す

るならば運営費補助金の低減策を示すこと。そ

れができないとするならば、廃止あるいは民間

への移管なども含めて方向性を明確に指し示す

ことが必要であり、行政としては積極的に説明

責任を果たしていくことが求められていると思

います。市長の見解を伺いたいと思います。 

 いただきました資料によりますと、地場産業

振興センターに対するこれまでの補助金は、平

成16年度末で建設費補助金、運営費補助、事業

費補助金、施設整備補助金、合計16億8,947万

8,803円という膨大な額になっています。この

上さらに、延々と運営費補助を続けていくとい

うことにはならないと私は思いますし、明確に

判断する時期にあると思います。少なくとも、

建設当初から言われ、抱え続けてきた課題につ

いては、ようやく終盤を迎えようとしている時

期であるとも思います。来年度までの１年間で

今後の方向性を見きわめ、明確なそして誤りの

ない判断をしていくことが私たちの責務と感じ

ます。このことも含めて、市長の見解を求めた

いと思います。 

 質問の第３は、職員の能力を向上させる施策

について、助役に伺います。 

 施政方針でも触れられているように、一挙に

全面的にとは言えないままのスタートという内

容のものであります。私は、るる申し上げたい

のですが、この項では、ちょっとはしょります

が、今回の改定の目的と位置づけについて助役

から示していただきたいと思います。 

 今回しなければならないという根拠について、

私は外的にはいろいろな要因を持っていると感

じています。それらと照らし合わせてどうなの

か。あるいは、長井市がこの間手本としてきた

羽咋市の計画、これはまさに人材育成の一環で、

評価制度も含めたトータルな制度としているわ

けですが、それに比べて今回の長井市の改定は、

その一部にしかすぎないのではないかという点

についても明らかにしていただきたいと思いま

す。 

 第２点目は、能力向上のための施策について

伺います。 

 市長は、チャンスが平等で努力が報われる社

会や制度が必要と言われます。しかし、実態は

どうでしょうか。長井市の場合、財政再建中と

いうこともあり、この間、職員の出張や研修へ

の旅費が極端に削減されたままになっています。

これで能力が培われたり開発されるということ

は考えられません。また、庁内にはパソコンが

入り、庁内ＬＡＮやインターネットなどによる

情報収集も行われています。しかし、実態は管

理職やほかに数台が配置をされているだけで、

職員一人一人への配置はまだまだ先のこととな

っています。勢い、個人でパソコンを購入し自

前で情報収集するという手段に頼らざるを得な

いのが実態です。残念ながら、チャンスは平等

となり得ていません。 

 私は、まず、こういった点での予算化や環境

整備こそ先なのではないかと感じます。特に、

研修などの旅費についてはきちんと予算化をす

ること、このことでまちづくりを進める担い手

である職員の能力向上につなげることは不可欠

と考えます。このような環境や条件整備をどの

ように進めるのか、助役の考え方をお聞かせい

ただきたいと思います。 

 なお、この件については、11日に開催予定の
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常任委員会に付託をされており、私もその一員

として審査をすることになっております。当日

は、ぜひ助役の出席を要請をいたしまして、議

論をしたいというふうに思います。よろしくお

願いをいたします。 

 以上で壇上からの質問を終わります。 

 ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○鈴木良雄議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 髙橋議員のご質問にお答えしな

がら、私の考えも述べさせていただきます。 

 まず、レインボープランについてであります

が、この安全安心な取り組み、農産物づくりと

参加農家の拡大に取り組んでこられたわけであ

りますけれども、この10年間で余り伸びており

ません。参加農家は40から50件といった状況で

あります。日曜市や直売所による新たな販路開

拓等もしていただきましたけれども、担い手農

家等の参加が得られない、あるいは生産物の拡

大等でまだまだ課題は山積していると思います。 

 私は、長井市の安全安心な農産物生産、これ

は生ごみ堆肥だけではなくて、畜産堆肥や伐採

木の堆肥などの有機物の資源を土に還元して利

用していく、長井市全体で環境保全型農業を進

めていく、そして循環型農業を進めていくとい

うことにしていくのが必要なのではないかとい

うふうに思っております。西根農協等にも、東

京の生協等からも相当の米の注文等が来ている

というようなお話もお聞きしておりますし、私

はこういった環境保全型農業そして循環型農業、

顔が見える農業、こういった農業の長井市の信

頼が徐々に高まっていると、これがレインボー

プランの一番の私はブランドだと思っておりま

す。 

 個々の生産について、認証等についてどうす

るかは、特区等でも議論をしておりますが、だ

れが一体するのか、どういうふうにするのか等

について、これまでも15年ほど議論してきまし

たけれども、それは確たるものではありません

し、そういったことを事細かに枠にはめて、そ

してこうでなければいけないというようにする

から逆に生産者が広がらないというようなこと

だと思っておりますので、大いにやっぱり担い

手の皆さんやＪＡの皆さんや、あるいは特区等

での新たに参入される皆さん等も環境保全型で

あり循環型であり、しかも顔が見えると、伊佐

沢の直売所なんかがそうですね。町田産建委員

長からは内子の話をお聞きしましたが、これだ

ってそうでしょう。やっぱり、そういった生産

者がしっかり見えると、最終的にその人に信頼

があるというようなところで、その人なり地域

なりに信頼があって、私は農産物というのは売

れていくものだというふうに思っておりますの

で、参加していただけるような今後にしていた

だきたいと思っております。 

 レインボー関連でいえば、維持修理関係でコ

ンポスト2,400万弱、それから収集でも1,200万

と、さらに専従の職員が３人いるわけでありま

すから、十分に、他の事業以上に市としては応

援をしているわけであります。あと、いわゆる

会議費みたいな30万というのは、それはやっぱ

り運営費でありますから、それは実際の事業で

はありませんので、そこはもうそろそろ自立を

していただきたいと。できれば、ここはやっぱ

り視察の謝礼とか、あるいは代表して講演をし

た皆さんの講師の謝礼とか、そういうものも明

らかに入れていただいて、あるいはＮＰＯにし

ていただいて、そして経理を明らかにしていた

だくと。そういうのが、私は今後ではないかと

いうふうに申し上げておりますし、そういう判

断をさせていただきました。 

 次に、公立置賜長井病院の今後についてであ

ります。 

 これは、公立置賜総合病院及び長井病院の今

後については、病院組合を中心に議会等でもい

ろいろと議論をなされているところであります。

そういった地域計画なり、いろいろな現状の研
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修医制度での医師不足等に、まずしっかりと対

応をしていくことだと思っております。ただ、

専門のあっせん業者をどうだとか、そういうふ

うに私は思ってはおりません。やっぱり、それ

は自力でやっていかなければならないわけであ

りますし、専門のあっせん業者でそんなものが

ぽんと出てくるなんていう状況には私は全然な

いだろうと思いますから、そういった意味で私

は公立置賜総合病院全体で議論をしながら、サ

テライトのあるべき姿、さらに医師確保につい

ても取り組んでまいりたいと思っているところ

であります。 

 浄化槽についてでありますが、単独浄化槽を

使用している皆さんの場合には、家庭の雑排水

を直接水路などに流れ込むことになりますので、

水質浄化を図るためにも早期に単独浄化槽から、

この高度処理の浄化槽に切りかえていただきた

いと思っております。従来の個人型設置浄化槽

は個人負担が多くなかなか合併浄化層への切り

かえが進みませんでしたが、今度の市町村設置

型の合併高度処理浄化槽事業により個人負担の

軽減も図っておりますので、単独浄化槽からの

切りかえの促進ができるものだと思っておりま

す。具体的な金額については、建設課長から申

し上げたいと思います。 

 公民館などの減免措置についても、こういう

減免規定がありますので、これは今後検討して

いきたいと思っているところであります。 

 次に、地場産業振興センターについてであり

ます。 

 地場産業振興センターは、長井市が責任を持

って運営をしていくというものだと考えており

ます。確かに、建設資金業界負担分の償還が平

成18年度以降発生するわけでございますが、負

担を約束した協同組合が破産をしております。

建設資金の借り入れは地場産業振興センターが

行っておりますので、償還せざるを得ないとい

うふうに考えております。しかしながら、建設

時の経過等も踏まえ、県に対しても支援をお願

いをしているところであります。 

 知事が交替したから大丈夫かということであ

りますが、お互いに公的な立場で話し合いを進

めてきたところでありますから、これまでの協

議の内容はご理解をいただけるものと考えてお

ります。また、知事を初めとする県の執行部の

皆様とも日程をとってお会いできるようにした

いと、これまでの経過についてもご理解をいた

だくように努力をしてまいりたいと思っている

ところであります。 

 総括という話ですが、地場産業振興センター

の建設は、当時の経済人、市民の皆様の要望等

を入れて建設したものであります。また、建設

に当たって県のご指導もいただき、地域のシン

ボルとなるような施設をつくってきたところで

あります。その後、負担を約束した協同組合や

その中核企業の破産といった不幸な出来事があ

りましたが、ＴＡＳは長井市の中核施設として

今後も運営をしていかなければならないと思っ

ております。 

 今後にきちんとした検討をということであり

ますが、地場産業振興センターの運営は、ＴＡ

Ｓ全体の運営を考えた上で検討する必要がある

と思います。ＴＡＳ検討会議を設置して、これ

まで検討を行ってまいりました。そこで、今年

度はどうしても施設修繕分が緊急に必要だとい

うことで、そこを検討したわけであります。来

年度以降もＴＡＳ全体の運営方法のあり方につ

いて検討を深めてまいりたいと思います。 

 廃止あるいは民間、方向性というお話ですが、

これは、地場産業振興センターは施設の管理運

営業務、地場産品販売推進業務、地場産業振興

にかかわる業務を行っております。地場産品販

売促進業務につきましては、関東致芳会や長井

高校同窓会などへの営業活動、独自のギフト商

品の開発、ふるさとの味を楽しむツアーなど、

実験的な事業も行ってまいっております。地場
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産業振興につきましては、西置賜製造業強化事

業等を実践して、技術相談窓口の設置、産学提

携を推進する異業種の交流サロンなどの取り組

みを行ってまいりました。今後も、地場産業振

興センターとして期待されるような事業を積極

的に展開していくべきだと思っているところで

あります。 

 残余の質問につきましては、助役、教育長及

び関係課長から申し上げます。 

 以上です。 

○鈴木良雄議長 長谷部宇一助役。 

○長谷部宇一助役 給与制度にかかわって２点ほ

どご質問がございますので、お答え申し上げた

いと思います。 

 初めに、給与改定の目的と位置づけはという

形でのご質問でありますけれども、この給与制

度の改革につきましては、12年度に策定いたし

ました行財政改革の実施計画に基づいて実施し

ているものでございまして、プロジェクトをつ

くりながら鋭意協議をしてきたところでござい

まして、その目的とするところは、やはり公務

員の給与の原則である職務級の原則と、これを

徹底させるということが大きな目的でございま

す。さらに、その職員のアンケートの中でも出

てきておりますけれども、一つの級に多くの職

が混在することへの問題点という形で指摘され

まして、これを見直しを図るべきだという意見

もありましたので、これについて改定を図ると

いう状況でございまして、この結果、やっぱり

やる気と頑張りが反映できる給料表というもの

について改正をするところでございます。 

 100％ではないのではないかという感じの質

問でございますけれども、確かに100％ではご

ざいません。100％を待って実施するというこ

とについては、私は行革を先送りすると、その

ものであるということをとらえておりまして、

まず、やるべきものからやっていくという形で、

これをスタートさせるということであります。

プロジェクトについては、これからもずっと継

続させて協議をしていきたいと思いますので、

その中でいろいろご指摘ありました人事評価な

り、それから職員のいわゆる教育の基本計画と

か、そういったものを検討していきたいなと思

っておるところであります。 

 ２点目についての職員能力の向上ということ

でありますけれども、確かに議員ご指摘のとお

り今、財政再建期間中という形で職員の研修の

旅費等々については削減をされているという状

況でございまして、議員の皆さんから全国各地

の先進的な例というものをいろいろご提案あり

ますけれども、やっぱり職員が生でその現場を

見て、聞いて、そして行政に生かすということ

が大事だと思っておりますので、なかなか17年

度で行革が終わって、すぐ18年度から財政から

好転するということにはなかなか難しいと思い

ますけれども、そういったことについて配慮を

していきたいなと思っております。ただ、基本

的に、能力開発というものについては、やっぱ

り職員がみずからやるというのが基本でござい

ます。いわゆる自己啓発というのが大事であり

ますので、職員の方は自己啓発をしようという

意思はあるんですけれども、なかなかそこに踏

み出せないという職員もおりますので、そうい

った自己啓発ができるきっかけ、動機づけとい

うものについても、ぜひプロジェクトの中で協

議をしていきたいと思います。 

 以上でございます。 

○鈴木良雄議長 大滝昌利教育長。 

○大滝昌利教育長 お答えをしたいと思います。

８点ほどご質問ですので、順次お答えをしたい

と思います。 

 まず、１点目ですが、これまでの業務分担は

４名の正職員で分担していました。来年度から

減員になる２名分については、業務内容の精選

を図りながら、主に館長が担当し、ほかの正職

員の業務量を極力ふやさないような業務分担を
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考えているところです。臨時職員が仕事になれ

てきた段階で、館長、正職員が責任を持つ体制

で臨時職員の方にも仕事をやってもらう方向で

進めたいというふうに考えています。幸い、応

募している方の中には司書の資格を持つ経験者

もいますので、そういう体制も可能でないかと

思っていますし、教育委員会の検討の段階でも

館長の方からは可能との考えを聞いているとこ

ろです。 

 ２番目ですが、休館日でないとできない仕事

もあるということで、休館日は正職員１人は出

勤するローテーションになっています。ただ、

休館日のたびに出勤する必要があるのかどうか、

これも検討をしたいというふうに思います。館

内会議についても、月１回は休館日の半日くら

いでできるような勤務ローテーションを組める

のでないかなというふうに考えています。 

 ３番目ですが、別に他意はありません。私は、

いつもそういう体制の会議だと思っていたもの

ですから、違和感もありませんでしたし、別に

秘密裏にしなければならない会議でもないとい

うふうに思いますので、私がメモをとっていま

すので、会議の結論についてお答えをしたいと

いうふうに思います。 

 11月２日に図書館協議会を行ったところです

が、来年度からの運営の方向は的確に位置づけ

られている、というのは開館時間の延長とか、

開館日数の拡大またはレファレンスサービスの

向上、移動図書館の学校の要望に対応する運行

ということでのことです。２点目ですが、もし

も全面的な委託ということを考えるのであれば

慎重に検討してほしいというような考え方も出

ていました。あと、臨時職員の継続的な雇用が

できるような保障も必要でないかと。毎年かわ

るようでは困るというような考えも出てきてい

ました。あと、公立図書館としての役割、機能

など、質的な面でマイナスにならないような職

員の研修も必要であるというような話が、その

場では出ていたところです。 

 ４点目ですが、職員とも十分話をしました。

システム導入時は、館長と司書と佐藤技士と３

人がかかわってきたので大丈夫でないかという

前館長の話ですが、まだ完全に習得していない

ということでした。その後も何回か職員とも話

し合っていますので、今年度中にマスターして

ほしいということをお願いしてはきてはいます。

３月末から研修も予定していますので、その折

も実技研修はできると思いますし、マスターし

ていただかなければならないなというふうに思

っているところです。 

 ５点目ですが、今年度も、現在の勤務割でも

月１ないし２回、正職員がいない日や時間帯も

あるということです。土曜日は、できるだけ館

長が出勤し、臨時職員だけになる日を少なくし

た勤務ローテーションを組んでいきたいという

ように思います。突然の休みというのはだれに

でもあるわけですので、緊急時の連絡体制をき

ちんとして対応したいと思っています。時間外

については、当分の間、館長と正職員が交互に

定時職員等を指導しながら対応するようにした

いと。正職員の方は、時間外手当で対応するよ

うになります。土日の休みとの整合性について

ということですけれども、正職員の方は、ある

期間を過ぎて臨時職員の方がなれてきた段階で

は土日は休んでもらうようなローテーションに

なっていますので、ただ、館長にはちょっと目

をつぶってもらわなければならないのではない

かなというふうに思います。 

 ６番目ですが、職場の方からはいろいろ問題

点が指摘されました。私は、九つほど職場の方

から問題点を出されたわけですけれども、教育

委員会としての考え方を一つ一つ組合交渉のと

きにも話をしたところです。話をしています。 

 ７番目の今回の運営の見直しというのは、質

的な低下を来さず住民サービスの向上ができて、

しかも将来的には人件費の削減ができるという
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ことで、その削減された経費は図書購入費の増

額、来年度に向けて50万円ほど増額になってい

ます。ＢＭ車の購入とか図書館外壁改修、また

は周辺整備に回してほしいというのが教育委員

会の考え方です。社会教育委員会等でも、いろ

いろ検討しながら計画をつくっていきたいもの

だなというふうに考えています。 

 最後の学校回りの図書司書ですか、これは今

年度緊急雇用対策で雇用しておった職員ですが、

今年度で終わりですので、来年度は図書館に配

置してほしいということで予算要求をしたとこ

ろでしたが、財政課の方では臨時職員６人で対

応できるという査定でした。臨時職員の仕事の

なれの状況を見て、５人体制でローテーが組め

るようであれば１人を学校の方に回すというよ

うな形ができるようであれば、可能であればそ

ういう方向で検討したいというふうに思います。

各学校ともいろいろ話し合っているところです

けれども、学校によっては、やっぱり図書館ボ

ランティアでの対応ということも考えているよ

うですし、髙橋議員ご指摘のように、できれば

学校回りの司書というのはおった方が学校にと

ってはありがたいということで、なお、図書館

内部でも検討をしてみたいというふうに思って

いるところです。 

 以上です。 

○鈴木良雄議長 中井晃企画調整課長。 

○中井 晃企画調整課長 レインボープラン推進

協議会に関します17年度の予算要求でございま

すけれども、16年度の委託料と同額の30万円を

予算要求はさせていただいております。 

○鈴木良雄議長 梅津和士農林課長。 

○梅津和士農林課長 髙橋議員のご質問にお答え

したいと思います。 

 私に与えられました質問は２点だと思います。 

 一つにつきましては、土づくり活性化推進支

援事業の16年度と17年度の相違点ということで

ございますが、これにつきましては、堆肥供給

農家への補助額が半額になったという点でござ

います。 

 続きまして、土壌分析の関係でございますけ

れども、これにつきましては専門的な土壌分析

になりますと、先ほど議員おっしゃいましたよ

うに山形県の理化学分析センター等になるわけ

でございますけれども、窒素、燐酸、カリ等の

３要素につきましては、西置賜の普及課でも検

査をすることが可能だというふうなことでござ

いまして、現に、この辺の大規模な農家それか

ら農業組織につきましては、その３要素の分析

を依頼しているというような現状がございます。 

 また、ＪＡにつきましては、土壌分析、３要

素の分析装置は持ち合わせていないということ

でございますが、野菜の農薬の出荷前検査の装

置、キュウリ等が有名といいますかちょっと話

題になったわけでございますけれども、それに

ついての農薬の検査装置はＪＡの本店に備えつ

けてあるというふうなことでございます。 

 以上でございます。 

○鈴木良雄議長 浅野敏明建設課長。 

○浅野敏明建設課長 お答えいたします。 

 まず、融資あっせんの制度からでございます

が、融資あっせんにつきましては公共下水道事

業、農業集落排水事業と同等の融資あっせん制

度を設けたいというふうに思っております。価

格についても同様でございます。 

 二つ目は、単独浄化槽の切りかえの推進策と

いうようなことでありますが、先ほど市長から

お話しいただきましたように、今までですと個

人負担が56万円、これは基準事業費からいきま

すと56万円の負担が伴いますが、新たな浄化槽

事業でいきますと負担金で16万円というふうな

ことになりますから、大分軽減が図られるとい

うようなことで推進策が図られるということに

なるかと思います。 

 ただ、単独浄化槽につきましては、ある程度

宅地に余裕のある方につきましてはそのまま、
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いわゆる埋め殺しにしまして新たに設置して切

りかえるというのが一般的だと思いますが、た

だ、余裕がない宅地についてはその場の設置に

なりますから、これは新たに設置する場合も掘

削が伴いますから、掘削の工事の方である程度

お手伝いできるのではないかというふうに思っ

ておりますので、ご理解をお願いしたいという

ふうに思います。 

 あと、最後に公民館の減免関係でありますが、

17年度から川原沢、草岡、五十川地区に特環、

特定環境保全公共下水道事業が取り組むことに

なっておりますので、公共的施設の分担金など

については、公共下水道事業の減免規定がござ

いますので、その減免規定をもとに浄化槽事業

についても検討してまいりたいというふうに思

っております。 

 以上です。 

○鈴木良雄議長 那須宗一商工観光課長。 

○那須宗一商工観光課長 地場産業振興センター

の建設資金についてお答えを申し上げたいと思

います。 

 建設資金につきましては、高度化資金、市中

金融機関からの借入金の二つになってございま

して、平成17年の３月末、今年度の末ですが、

の見込みで、高度化資金につきましては、これ

はいわゆる民間からの負担を約束された分、業

界負担分と呼んでおりますが、その分が３億

5,297万4,258円、市中銀行からお借りした分が、

市の分が平成18年度まで残っておりますが、そ

の分が2,578万8,258円、業界から負担分ですが、

9,888万3,499円で、合計１億2,467万2,309円で

ございます。高度化資金、市中金融機関の両方

の資金を合わせまして、全体で４億7,764万

6,567円残っているところでございます。 

 このうち高度化資金につきましては、先ほど

髙橋議員のお話のとおり、平成16年３月に変更

いたしまして、平成16年から平成25年までの間

に償還を延ばさせていただきました。ただし、

平成16年度と17年度は償還額をゼロにさせてい

ただいて、発生するのは18年度からということ

で、18年度からについては4,778万6,000円の償

還額というふうに償還計画をつくらせていただ

いております。この額が平成23年度まで続きま

して、平成24年度が4,779万200円、平成25年度

が1,846万8,058円というような計画となってい

るところでございます。 

 金融機関からお借りした資金につきましては、

平成16年９月に変更させていただいております。

このうち市のいわゆる地場産の分につきまして

は18年度で終了いたしますが、いわゆる業界負

担分につきましては平成18年度が1,236万1,600

円の償還額でございます。この額が平成24年度

まで続きまして、最後の平成25年度が1,235万

2,299円というふうな償還計画になっていると

ころでございます。この部分につきましては、

先ほど市長からもございましたとおり地場産業

振興センターがお借りしているというふうなこ

とでございますので、地場産業振興センターが

償還しなければならない額でございますが、先

ほど市長からございましたとおり県の方にも支

援をお願いしているところでございます。 

 以上でございます。 

○鈴木良雄議長 11番、髙橋孝夫議員。 

○１１番 髙橋孝夫議員 答弁いただきまして、

それぞれありがとうございました。 

 違う機会で、また、させていただきます。終

わります。 

 

 

     散    会 

 

 

○鈴木良雄議長 本日はこれをもって散会いたし

ます。 

 再開は明日午前10時といたします。 

 ご苦労さまでした。 
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